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本日の問題意識

○「再生可能エネルギー」に対する正統的電力技術者の観察は
一貫している。

～再生可能エネルギーは電力系統(信頼度確保)にとって害毒
であり、それを吸収する能力を備えて安定供給を守る必要
がある。(政治的理由他でそうなることは否定しない)

～そのためにはネットワークの強化と高速電源(水力・ガスター
ビン)の充実が第一である。

Q1.それはなぜか??

Q2.それは本当か?? 他の手段があるとすれば何か??

Q3.再生可能大量導入時代のあるべき考え方とは??
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[電力技術の潮流変化]

これまでのエネルギー(電力)技術の発展の基本的枠
組み
①大型化・大規模化
●発電・送電にはスケールメリ
ット

があり、大型化することで効
率が
向上。

②強固なネットワーク
●多重で強いネットワークを持
つこ

とで供給信頼度は上がり、
エネ

ルギー基盤を確立。③需要変動に供給が自在に反
応

●電気は貯蔵が効かず、需要は
大きく変動するので供給側の

自
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①大型化・大規模化→小型化

☆分散型発電
☆再生可能エネルギー

②強固なネットワーク→需要
サイド

☆HEMS、家庭内IoT
☆地産地消モデル、スマートコ
ミュ
ニティ③供給が反応→需要側も動く

☆蓄電池・需要による系統調整
☆ネガワット(デマンドリスポ
ンス)

32000年代以降に現れたエネルギー技術の新潮流



正統的な電力技術者の事実認識と思考のスタンス

4

①電力系統とは、正弦波(交流)で同期した多くの発電機とそれらをつな
ぐネットワークで構成されたものであり、それによって需要側の変動と

系統内の事故事象(停止等)に対応して信頼度を維持(停電防止)して
いる。

②正弦波(交流)で同期しない発電システム(直流で発電する太陽光、同
期制御できない風力等、地熱とバイオマス以外の再生可能エネルギ

ー)は①の定義では需要の一種であり、発電機ではない。

③需要の変動に加えて②の変動が加わる状況(再生可能エネルギー普
及下)の電力系統にはより強い変動吸収力が必要であり、周期数調
整能力を持った電源(揚水・水力・高速ガスタービン)を十分持つ必要
がある。

→さて、①、②、③とも完璧に正しいか??



わが国の再エネ導入量の推移

FIT制度開始以降、再エネ導入量は加速的に増加。その大半が太陽光
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+719万kW
（うち太陽光704万kW）

2,371

214 263
362

492
689

1,393



関西電力管内における太陽光発電の導入量

関西は全国の1割程度(地価が高く、駐車場等の方が採算がいいため)
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障害 電力系統への影響 課題 とるべき対応

①

天候任せな
発電量

･需給計画の
困難化

・バックアップ

電源の確保

太陽光発電の出力
予測、把握による
需給調整力の確保

②

出力変動が
大きい

需給調整力
の向上

蓄電池による
需給調整力の向上

③

配電系統に
広く分布

･電圧上昇

･電圧変動
配電系統の高度化

太陽光発電大量導入の電力系統上の3つの障害
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課題 ･需給計画の困難化 ・バックアップ電源の確保

とるべき対策 太陽光発電の出力予測、把握による需給調整力の確保

① 天候任せな発電量 8
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②出力変動が大きい 9
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課題 需給調整力の向上

とるべき対策 需給調整力の向上(既存発電機+蓄電池)
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③配電系統に広く分布 10
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検討中の対策 配電系統の高度化(電圧調整器の設置・高速切り替え)
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周波数上昇周波数低下 日陰 日なた

蓄電池

60
59 61

60
59 61

60
59 61需要

既存分太陽光分

蓄電池により需給調整力を向上

瞬時に

アンバランス分を放電する

瞬時にアンバランス分を

充電する

発電所

供給
需要

需要

供給

供給

再エネ

太陽光が大量導入されると、需給調整力不足のおそれあり。そこで瞬時に
出力調整可能な蓄電池を活用した新たな需給制御手法の検討を実施。

新たな対応A～蓄電池を用いた新たな需給制御システム研究 11
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堺太陽光発電所 10MW

石津川変電所

ニッケル
水素電
池
100kWh

交直変換
装置
（パワコン
）
250kVA

放電充電

約5m

約3m

約6m

コンテナ内に設置

直流

演算装置
(パワコンに内蔵)

入力
データ

充放電制御量を指示

太陽光
発電出力

堺港太陽光発電所と対応したニッケル水素電池実証
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59 61需要 供給

系統の状態：
周波数を一定に保つ

周波数

60.1

59.9

放電

充電

周
波
数
〔
H
z
〕

60

周波数

蓄電池出力

石津川変電所に実証設備を設置し、蓄電池システムの研究を実施
（目的：蓄電池のハード特性の把握、蓄電池制御ロジックの開発）
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新たな対応B～配電系統における監視・制御の高度化

電圧・電流･力率を測定･
計算し、情報を伝送

・遠隔制御により
電圧を調整

・電圧調整動作
の高速化

変電所

センサー内蔵開閉器 遠隔制御型電圧調整器

太陽光集中連系箇所

① 監視機能の高度化 ②電圧制御機能の高度化

＋

次世代配電自動化システムのイメージ図

刻々と変化する
大量データの伝送へ対応

配電系統の監視・制御を高度化することで、再エネの普及拡大に貢献

・情報量の増加
･伝送遅延の短縮

高速通信線（光な
ど）

制御

計測

制御

計測計測 通信線

③通信線の高速化

中央装置

④システムの高度化

大量の情報を一元的に監視・制御するため、
次世代配電自動化システムを開発
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配電系統における監視・制御の高度化の代表例

電圧調整器
（幹線用）

電圧調整器
（太陽光集中連系箇所用）
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本日の問題意識に戻ろう。

[正統的な電力技術者の観察]

○「再生可能エネルギー」の増加に対応するには、ネットワークの
強化と高速電源(水力・ガスタービン)の充実が第一である。

Q1.それはなぜか?? →再生可能の特性のため

Q2.それは本当か?? 他の手段があるとすれば何か??

→はたして別の方法(Alternative)はないのか??

[Alternative]

・発電機のかわりに使える資源はないのか。それはネットワ
ークにつないで使うことができるか。

Q3.再生可能大量導入時代のあるべき考え方とは??
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将来像のイメージ
[

未来投資に向けた官民対話での安倍総理の発言

節電のインセンティブを抜本的に高める。家庭の太陽光発電やIｏＴ
を活用し、節電した電力量を売電できる「ネガワット取引市場」を２０
１７年までに創設する。そのため、来年度中に、事業者間の取引ル

ールを策定し、エネルギー機器を遠隔制御するための通信規格を
整備する。

取引ルールの策定
〔DR検討会〕

17
ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾘｿｰｽ・ｱｸﾞﾘｹﾞｰ
ｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌｫｰﾗﾑ
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2016年に大きく進んだDRの制度整備 17

○kWh市場での取引(JEPX含む=類型1)と、送配電事業者による調
整力
調達の一部としての活用(類型2)でDRの活用の制度整備が進んだ。



ネガワットの活用の姿
18

[kWh市場でのネガワット(類型
1)]
○新しい街の開発で、多くのお
客さ

まに指定時間に電気の利用を
削
減いただき、対価(ポイント

やクー
ポン)で報いる。

マンション、地域住民

(地域全体によびかけ)

協力

[けいはんなスマートコミュニ
ティ]

小売店等、クーポン

指令
⇒削減

[kW市場でのネガワット(類型2)]
○電気の信頼度確保を担う系統
運
用者(九電・送配電会社等)が

確

保する調整力に、発電機に加
えて

ネガワットも使い、kW対価を
ネガ

ワットに支払う。

工 場

工 場

オフィ
ス

系統運用者

ア
グ
リ
ゲ
䤀
タ
䤀

指令⇒削減

※年度毎の入札により落札、契約。
(東京・中部・関西管内他で2017/4

～)
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関西電力のVPP実証のイメージ図

送配電
ネットワ
ーク

原子力発電

火力発電

水力発電

太陽光発電

風力発電

現在このイメージを表示でき
ません。

アグリゲーター

エコキュートの
昼間運転

ビル・商業施設等に設置の
蓄電池の充放電

電気自動車の充放電

仮想発電所
（需要家側設備）

監
視
・
制
御

20

需給調整は、これまで大規模電源にて実施してきたが、再生可能エネルギーの更なる有効活用のため、需要
家側の設備等をうまく活用、あたかも一つの発電所（VPP）のように制御する技術
発電余剰時：需要側を増コントロール（蓄電、蓄熱等）
発電不足時：需要側を減コントロール（放電、空調等の負荷縮小）

仮
想
発
電
所
の
動
作
䥹
例
䥺

再生可能エネルギー
の更なる有効活用
（発電の継続）

大規模電源



現在このイメージを表示できません。

【小売事業者】

【系統運用者】

【ＶＰＰ事業者】

【需要家・コミュニティー】

【再エネ事業者】

・顧客サービス
・電源調達
・インバランス回避

・調整力確保
・電力品質維持

・発電の継続

・エネルギーコスト低減
・環境負荷低減
・再エネ有効活用

需要側のリソースをアグリゲー
ト

将来のビジネスイメージ～VPP事業者が提供するソリューション21



関西電力VPP実証のシステム構築イメージ
統合サーバは小売事業者や送配電事業者等との取引に基づき、リソースの特性を考
慮したうえで、各サーバに制御量を配分します。また、リソースサーバはその指令
に基づき、各リソースへの制御量を配分します。なお、各システムおよびリソース
間の連携にあたっては、将来のリソースの量的拡大を見据え、標準的な通信プロト
コル※に準拠した通信規格を採用することとしています。
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バーチャルパワープラントで活用できるリソースの一覧
23



米国版VPPの事例～NY・REV(顧客側資源活用)

○ニューヨーク州では、規制当局と電力会社(Utility)が、需要の伸びに対応する既存配電投資
のAlternativeとして顧客側資源の活用による安定供給維持を打ち出して世界的に話題に。
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米国のUtilityの基本的役割 25

①配電設備を計画、建設、維持管理し、その対価を送った電
気の量に応じて電気料金の一部として回収する。
(託送単価は州政府が規制・認可)は
※太陽光等自家発電が増えると、託送する電気が減り、
収支が合わなくなって単価の値上がりの可能性)

②卸市場(ISOが運用する市場)から電気を調達し、規制料
金として利益・損失なく小売りする。
(日本の三段料金のような少々使用者保護ではない)
→自由化価格が冬場に時々暴騰する北東部では、
規制料金のシェアが70～90%を維持。

③すべての小売り事業者(新規参入者含む)のコールセンタ
ーサービス、検針・集金業務、請求・収納、引っ越し契約
管理を行い、その対価は託送料金で回収する。
※日本では検針は配電、その他は各事業者(テキサス型)

④その他、規制当局の依頼をうけて省エネサービス、スイッ
チングのPR等各種の活動を行う。



○顧客のリソース(PV、自家発(CHP)、DR、EV)を統合して電力会社の運用に生かす。
→基本思想は日本のVPP実証と同じ

26



REVとはどんな考え方なのか(PUC・Ziebelman チェアマン※)

27

※PJM元会長、DRのViridity創業者

〇私はUtilityこそが電気事業のイノベーションを先導すべきと考えている。配電
部門の役割を認めない欧州とは違う考え方だ。

〇再生可能が増えると託送電力量は減り、いわゆるデススパイラル(託送料の
高騰による再生可能シフトの加速、配電経営の破たん)が起こる。NYは州の
半分を再生可能、という目標なので、Utilityに他の発展可能性を持たせるこ
とが必要だ。

〇NYはまだ需要増大地域があり、Utilityに従来どおりの投資計画を立てさせる
ととても高額な設備を作ることになる。再生可能エネルギーやDRによるピー
クダウンとうまくつなぎこみ、調整資源として生かせば消費者の託送料金負
担は安くなる。クイーンズやブルックリンの一部ではREVの実験プロジェク
トによって変電所の増設を回避することができた。要はREVは従来型の配電
投資計画・建設のAlternative(かわりの選択肢)なのだ。
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〇Utilityは将来的には
①従来の託送電力収入(規制小売りは利益も損失もない)、
②州政府が個別に認定する政策プロジェクト(新しいレートベース)
③CO2削減等のビジネス
④新たに構築していくREVのプラットホームの仲介手数利用
の4つになる。④で儲かるかどどうかは未知数だが、それを目指していきたい。



まとめ～再び本日の問題意識に戻ろう。

[正統的な電力技術者の観察]

Q1.それはなぜか?? →再生可能の特性に

Q2.それは本当か?? 他の手段があるとすれば何か??

→2つのAltanativeを消化した。

(日本のVPP実証、NYのREV)

他に欧州では本来変動でしかない風力を安定制御運転す
る試みも(安田先生)。

Q3.再生可能大量導入時代のあるべき考え方とは??

〇正統的な電力技術の観察は正しいが、調整資源の状況によ
ってはAlternativeが有力なものになる可能性もあり、かつ
それら新資源(DR、蓄電池、小型発電機)の革新も鍵となる。
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